
【令和３年４月１日改正の経営事項審査について】 

令和３年４月１日から、経営事項審査の審査基準が次のとおり改正されます。 

１ 改正内容 

（１）技術職員名簿 

ア 技術職員数（Ｚ点） 

    技術職員数の評価対象者として、「監理技術者補佐（１級技士補）」が追加されます。 

    監理技術者補佐とは、主任技術者となるべき資格及び１級技術検定の第一次試験の合格者に付

与される資格である１級技士補の資格を有する者を指します。 

    有資格区分コード等については、以下の通りです。 

有資格区分コード 評点 

００５ ４点 

 

イ 「ＣＰＤ単位取得数」欄の追加 

  技術職員名簿に「ＣＰＤ単位取得数」を記載する欄が設けられました。 

「ＣＰＤ単位取得数」とは、技術者が審査基準日以前１年間にＣＰＤ認定団体から認定されたＣ

ＰＤ単位を以下の方法で換算した数値であり、１（２）ウ「知識及び技術又は技能の向上に関す

る取組の状況」の評点算出に使用します。 

    なお、技術者１人当たり最大３０単位（換算後の単位数）まで計上できます。ＣＰＤ単位取得

実績がない場合は、「ＣＰＤ単位取得数」欄に０を記入してください。 

    技術者は、常勤の職員であり、審査基準日までに６ヶ月を超える恒常的な雇用関係が必要です。 

複数のＣＰＤ認定団体から、ＣＰＤ単位の認定を受けている場合は、いずれか１つのＣＰＤ認

定団体を選択し、ＣＰＤ単位の換算を行ってください。複数のＣＰＤ認定団体から認定されたＣ

ＰＤ単位を合算して、「ＣＰＤ単位取得数」とすることはできません。 

    

 技術職員名簿に記載されていない者は、「ＣＰＤ単位を取得した技術者名簿（様式第４号・別

添１）」に記載してください。ＣＰＤ単位取得実績がない場合は、「ＣＰＤ単位」欄に０を記入し

てください。なお、ＣＰＤ単位を取得した技術者名簿における「ＣＰＤ単位」は、技術職員名簿

における「ＣＰＤ単位取得数」を指します。 

    

※ 技術者とは、主任技術者又は監理技術者となるべき資格を有する者及び１級又は２級の第一

次試験に合格した者を指します。 

※ ＣＰＤ単位とは、建設系ＣＰＤ協議会、建築ＣＰＤ運営会議又は建築設備士関係団体ＣＰＤ

協議会に加盟する団体によって認定を受けた継続学習単位を指します。 

 

 ・ＣＰＤ単位取得数の換算方法 

技術者が、審査基準日以前１年間に認定されたＣＰＤ単位数を、認定団体ごとに下表で掲げ

る数値で除し、３０を乗じます（小数点以下は、切り捨てます。）。 
                                                 

審査基準日以前１年間に

認定されたＣＰＤ単位数 ÷ 各認定団体に対応する数値 × ３０ ＝ 
ＣＰＤ単位取得数

（ＣＰＤ単位） 
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ＣＰＤ認定団体 数値 

公益社団法人空気調和・衛生工学会 ５０ 

一般財団法人建設業振興基金 １２ 

一般社団法人建設コンサルタンツ協会 ５０ 

一般社団法人交通工学研究会 ５０ 

公益社団法人地盤工学会 ５０ 

公益社団法人森林・自然環境技術者教育研究センター ２０ 

公益社団法人全国上下水道コンサルタント協会 ５０ 

一般社団法人全国測量設計業協会連合会 ２０ 

一般社団法人全国土木施工管理技士会連合会 ２０ 

一般社団法人全日本建設技術協会 ２５ 

土質・地質技術者生涯学習協議会 ５０ 

公益社団法人土木学会 ５０ 

一般社団法人日本環境アセスメント協会 ５０ 

公益社団法人日本技士会 ５０ 

公益社団法人日本建築士会連合会 １２ 

公益社団法人日本造園学会 ５０ 

公益社団法人日本都市計画学会 ５０ 

公益社団法人農業農村工学会 ５０ 

一般社団法人日本建築士事務所協会連合会 １２ 

公益社団法人建築家協会 １２ 

一般社団法人日本建設業連合会 １２ 

一般社団法人日本建築学会 １２ 

一般社団法人建築設備技術者協会 １２ 

一般社団法人電気設備学会 １２ 

一般社団法人日本設備設計事務所協会 １２ 

公益財団法人建築技術教育普及センター １２ 

一般社団法人日本建築構造技術者協会 １２ 

   

（例）（一財）全国土木施工管理技士会連合会が認定するＣＰＤ単位を、審査対象年度内に２５

単位認定された場合    

２５÷２０×３０＝３７.５≒３０ → ３０を「ＣＰＤ単位取得数」欄に記載する。 

※ 一人当たり最大３０単位まで 

※ 小数点以下は切り捨てる。 
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（２）その他審査項目（社会性等）（Ｗ点） 

ア 労働福祉の状況 

「法定外労働災害補償制度の有無」の評価対象となる補償制度の提供者として、全日本火災共済

協同組合連合会を含む「中小企業等協同組合法の認可を受けて共済事業を行う者」が追加されま

す。 

※ 評価対象となる補償制度は、以下の要件を満たしている必要があります。 

①業務災害と通勤災害（通勤及び退勤中の災害）のいずれも対象とすること。 

②直接の使用関係にある職員及び下請負人の直接の使用関係にある職員のすべてを対象とす

ること。 

③労働者災害補償保険の傷害等級第１級から第７級までに係る障害補償給付及び障害給付

並びに遺族補償給付の基因となった災害のすべてを対象とすること。 

 

イ 建設業の経理の状況 

「公認会計士等の数」「二級登録経理試験合格者等の数」の評価対象となる者の要件が、以下の

とおり変更されます。 

なお、職員に含まれない者（監査役・パート等）が以下の要件に該当する場合でも、審査対象と

はなりません。 

 

【公認会計士等】 

   ・公認会計士又は税理士 

    ※ 会計士補の方は、評価対象には含まれません。 

    ①これらとなる資格を有した日の属する年度の翌年度の開始の日から起算して１年を経過しな

い者 

    ②国土交通大臣が指定する研修を経営事項審査の申請をする日の属する事業年度の直前の事業

年度終了の日が属する年度の直前の年度において受講した者 

   ・一級登録経理試験合格者 

    ①合格した日の属する年度の翌年度の開始の日から起算して５年を経過しない者 

    ②平成２９年３月３１日以前に合格した者（令和５年３月３１日までの間に限る。） 

    ③登録経理講習又は一般財団法人建設業振興基金が実施する講習を受講したものであって、受

講した日の属する年度の翌年度の開始の日から起算して５年を経過しない者 

    

【二級登録経理試験合格者】 

    ・二級登録試験合格者 

    ①合格した日の属する年度の翌年度の開始の日から起算して５年を経過しない者 

    ②平成２９年３月３１日以前に合格した者（令和５年３月３１日までの間に限る。） 

    ③登録経理講習又は一般財団法人建設業振興基金が実施する講習を受講した者であって、受講

した日の属する年度の翌年度の開始の日から起算して５年を経過しない者 
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ウ 知識及び技術又は技能の向上に関する取組の状況 

その他審査項目（社会性等）の新たな審査項目として、「知識及び技術又は技能の向上に関する

取組の状況」が追加されます。 

 

【項番６１】  

・ＣＰＤ単位取得数 

    「ＣＰＤ単位取得数」欄には、技術職員名簿の「ＣＰＤ単位取得数」欄及びＣＰＤ単位を取得し

た技術者名簿の「ＣＰＤ単位」欄に記載した単位数の合計を記載します。なお、算入できる単位

数は、技術者１人当たり最大３０単位までです。 

    ＣＰＤ単位取得数の算出方法等は、１（１）イを参照してください。 

 

・技術者数 

主任技術者又は監理技術者となるべき資格を有する者及び１級又は２級の第一次試験に合格し

た者であって、審査基準日以前に６ヶ月を超える恒常的な雇用関係があり、かつ、雇用期間を特に

限定することなく常時雇用されている者の数を記載してください。 

 

   【項番６２】 

    項番６２の記入に当たっては、事前に「技能者名簿（様式第５号・別添２）」を作成してください。 

   ・技能レベル向上者数 

    技能者に該当する者のうち、審査基準日以前３年間に、建設キャリアアップシステムにおいて、

レベルが１以上アップした者の数を記入します。 

技能者名簿「レベル向上の有無」欄に○が付された者の合計人数と一致します。 

※ レベル判定を受けていない者がレベル１の判定を受けた場合は、技能レベル向上者数には

含みません。 

     

・技能者数 

審査基準日以前３年間に、建設工事の施工に従事した者（施工体制台帳の作業員名簿に記載され

た者）であって、審査基準日以前に６ヶ月を超える恒常的な雇用関係があり、かつ、雇用期間を特

に限定することなく常時雇用されている者の数を記入します。主任技術者や監理技術者等、建設工

事の施工の管理にのみ従事した者は含みません。 

 技能者名簿「合計」欄の人数と一致します。 

 

・控除対象者数 

 技能者に該当する者のうち、審査基準日の３年前より以前に、建設キャリアアップシステムに

おいて、レベル４の判定を受けた者の人数を記入します。 

技能者名簿「控除対象」欄に○が付された者の合計人数と一致します。 
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２ 経営事項審査申請について（提出書類） 

  青森県建設業ポータルサイト「経営事項審査－経営事項審査申請の手引き（令和３年３月改正４月施

行版）について」に掲載している、「経営事項審査申請の手引き（令和３年４月）」（以下「手引き」と

いう。）を参照してください。 

  今回の改正に係る項目については、手引きに記載している確認書類のほか、以下に掲げる書類を提出

してください。 

  

（１）技術職員名簿等事前確認 

   以下の項目は、経営事項審査の事前確認として、公益財団法人青森県建設技術センター（以下「セ

ンター」という。）で審査を行います。各様式及び確認書類は、センターに提出してください。 

  ア 技術職員名簿（別紙二：電算用紙２０００５帳票） 

（ア）監理技術者補佐（１級技士補） 

     ・資格を証明する書類 

       

  （イ）ＣＰＤ単位取得数 

・ＣＰＤ認定団体が発行するＣＰＤ単位取得証明書（実績証明書） 

※ ＣＰＤ単位実績証明書等については、各認定団体にお問合わせください。 

 

イ 建設業に従事するその他職員確認票 

  （ア）公認会計士 

次のいずれかの書類 

・登録証明書（日本公認会計士協会が発行したもの） 

      →公認会計士となる資格を有した日の属する年度の翌年度の開始の日から起算して１年を

経過しない場合 

     ・国土交通大臣が指定する研修を受講したことを証明する書類 

      →国土交通大臣が指定する研修を経営事項審査の申請をする日の属する事業年度の直前の

事業年度終了の日が属する年度の直前の年度において受講した場合 

 

（イ）税理士 

 次のいずれかの書類 

・登録事項証明書（日本税理士連合会が発行したもの） 

      →税理士となる資格を有した日の属する年度の翌年度の開始の日から起算して１年を経過

しない場合 

     ・国土交通大臣が指定する研修を受講したことを証明する書類 

      →国土交通大臣が指定する研修を経営事項審査の申請をする日の属する事業年度の直前の

事業年度終了の日が属する年度の直前の年度において受講した場合 
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（ウ）建設業経理士 

次のいずれかの書類 

・合格証明書 

→平成２９年３月３１日以前に合格した場合及び合格した日の属する年度の翌年度の開始

の日から起算して５年を経過しない場合 

・登録経理講習修了証 

→登録経理講習又は一般財団法人建設業振興基金が実施する講習を受講した者であって、

受講した日の属する年度の翌年度の開始の日から起算して５年を経過しない場合 

 

ウ ＣＰＤ単位を取得した技術者名簿（様式第４号） 

  ※ 掲載者がいない場合は、不要です。 

  ・ＣＰＤ認定団体が発行するＣＰＤ単位取得証明書（実績証明書） 

  ・資格を証明する書類 

・常勤性を確認する書類 

 

エ 技能者名簿（様式第５号） 

  ※ 掲載者がいない場合は、不要です。 

・能力評価（レベル判定）結果通知書 

→技能レベル向上者又は控除対象者に該当する者に係るもの 

・常勤性を確認する書類（名簿掲載者全員分） 

・作業員名簿（審査基準日時点で稼働している工事に係るもの） 

 

（２）経営事項審査申請（その他審査項目（社会性等）） 

   「ＣＰＤ単位を取得した技術者名簿（様式第４号）」及び「技能者名簿（様式第５号）」は、技術職

員名簿の次に綴ってください。 

   

ア 法定外労働災害補償制度加入の有無 

・「中小企業等共同組合法の認可を受けて共済事業を行う者」が提供する補償制度に加入してい

ることを証明する書類 

   

イ ＣＰＤ単位取得数・技術者数 

・技術職員名簿（センターの確認印が押印されたもの） 

・ＣＰＤ単位を取得した技術者名簿（センターの確認印が押印されたもの） 

   

ウ 技能者数・技能レベル向上者数・控除対象者数 

   ・技能者名簿（センターの確認印が押印されたもの） 

   

３ 再審査について 

  今回の改正に係る再審査を受付します。 

受付期間は、令和３年４月１日～同年７月２９日（１２０日以内）です。 

  ※ 詳細は別添３を御確認ください。 
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別添１

様式第４号

（用紙A４）

　　　年　　　月　　　日

通番 氏名 生年月日 CPD単位

　　なお、小数点以下の端数がある場合は、これを切り捨てる。

CPD単位を取得した技術者名簿

　　別記様式第25号の14・別紙２に記載のない者について作成すること。

１　この表は、審査基準日における許可を受けた建設業に従事する職員のうち、建設業法第七条第二号イ、ロ若しくはハ又

　　は同法第十五条第二号イ、ロ若しくはハに該当する者又は一級若しくは二級の第一次検定に合格した者であって、規則

2　｢CPD単位｣の欄には、技術者がＣＰＤ認定団体によって修得を認定された単位数を、告示別表第十八の左欄に掲げる

　　CPD認定団体ごとに右欄に掲げる数値で除し、30を乗じた数値を記載すること。

CPD単位総計（①＋②）

記載要領

（技術職員名簿に記載のある者を除く）

上記技術者が取得したCPD単位の合計（①）

技術職員名簿に記載のある技術職員が取得したCPD単位合計（②）

項番６１と一致します。

技術職員名簿の「ＣＰＤ

単位取得数」の合計を記

入します。

技術者が審査基準日以前１年間にＣＰＤ認定

団体から認定されたＣＰＤ単位を、ＣＰＤ認

定団体ごとに左表で掲げる数値で除し、３０

を乗じた数値を記入します。

※ 小数点以下は、切り捨てます。

※ 技術者１人当たりのＣＰＤ単位取得数の

上限は、３０単位です。

※ ＣＰＤ単位取得実績がない場合は、０を

記入してください。

※ 複数のＣＰＤ認定団体からＣＰＤ単位を

認定されている場合、いずれか１つのＣＰ

Ｄ認定団体から認定された単位をもとに、

ＣＰＤ単位を算出します。

単位数の算出方法等は、

「CPD単位」と同様です。



別添２

様式第５号

（用紙A４）

　　年　　月　　日

通番 氏名 生年月日 評価日
レベル

向上の有無
控除対象

合計 （人） （人） （人）

技能者名簿

　　該当する者（ただし、建設工事の施工の管理のみに従事した者は除く。）について作成すること。

２　｢評価日｣の欄には、技能者が審査基準日以前において認定能力評価基準により評価を受けている場合、その最も新しい

　　評価を受けた日を記載すること。

３　｢レベル向上の有無｣の欄には、審査基準日以前三年間に、能力評価基準により受けた評価の区分が、審査基準日の三年

１　この表は、審査基準日における許可を受けた建設業に従事する職員のうち、審査基準日以前三年間に、建設工事の施工

　　に従事した者であって、建設業法施行規則第十四条の二第二号チ又は同条第四号チに規定する建設工事に従事する者に

５　本表の最後の行には、作成対象となる技能者、｢レベル向上の有無｣の欄に○印が記載された者、｢控除対象｣の欄に○印

４　｢控除対象｣の欄には、審査基準日の３年前の日以前に能力評価基準により評価が最上位の区分に該当するとされた者の

　　が記載された者、それぞれの合計人数を記載すること。

　　場合に、○印を記載すること。　

記載要領

　　前の日以前に受けた最新の評価の区分より１以上上位であった者に該当する場合に、○印を記載すること。

審査基準日の３年前より

以前に、レベル４の判定

を受けた場合は、〇を記

入します。

審査基準日以前３年間に、レベルが１以上

アップした場合は、〇を記入します。

※ 評価無しの方が、レベル１の判定を受

けた場合は、技能レベル向上者には該当

しません。

審査基準日以前に受けた、

最新の評価の評価年月日

を記入してください。

項番６２「控除対象

者数」と一致します。

項番６２「技能レベル向

上者数」と一致します。

項番６２「技能者数」

と一致します。

技能者とは、審査基準日以前３年間に建設工事の施工に従事した者です。

主任技術者や監理技術者等、建設工事の施工の管理にのみ従事した者は技能

者には該当しません。

※ レベル判定の有無に関わら

ず、技能者に該当する方は、

全員掲載してください。
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